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論 文 要 旨 
 

学籍番号 82233345 氏 名 都倉 尚吾 

 

論 文 題 目：CO2排出とエネルギーコストの同時削減を実現する 

“エネルギーシェアリングモデル”の提案 

脱炭素の実現には、再生可能エネルギー（以下、“再エネ”という）電源の整備拡充が必須であるが 

主要な再エネ電源である太陽光発電による年間発電量は、世界全体では 2020年から 2021年への一年

間で 22.7％伸長したが[4]、日本では 21年度の設備導入量は前年比 25%の縮小である[5]。 

世界にくらべ日本は再エネ投資が鈍化しており、2050 年温室効果ガス排出ゼロの国際公約達成が危うい。 

本研究では日本における再エネ普及の阻害要因を論考し、特に太陽光発電の地産地消に伴い発生す

る余剰電力の取引価格に着目した。政府による固定買取制度における価格は 2018 年を境に系統電力価

格を著しく下回り、また電力会社による商業ベースでの引取価格は系統からの供給価格を著しく下回

っている。従来型電力システムの“一方向性”が関連していると考えられる。 

地域コミュニティーにおける”エネルギーシェアリングモデル”により、各建物で発生する余剰電力をコミュニテ

ィー内で融通することで、余剰電力の取引価格を最適化し、再エネの投資効率が上昇、投資が促進される。 

これまでエネルギーシェアリングモデルに関する先行研究は複数存在するが（岩船ら[11]、Yamagata ら[12]、

Liu ら[13]、Rathnayaka ら[14]など）、シミュレーションやモデルによる検討であって、社会実装による実測データ

に基づく研究事例は、きわめて少ない。ステークホルダーが複数にわたるため、システム実装の際の合意形成

の困難さ等が原因として考えられる。 

 地域内の太陽光発電側と需要側双方への経済的メリットと CO2排出削減を同時にかつ定量的に実現

するシステムを、山梨県北杜市の研修保養施設“みらいロッジ”において実装した。エリア内複数棟

全てを保有する橋本総業 HD株式会社の理解があり、実装が可能となった。 

ロッジエリア内の複数棟を自営線でつなぎ、一部の建物に設置した太陽光発電システムからの再エ

ネ余剰電力を、太陽光システムが設置されていない建物にシェアすることで余剰電力取引価格を系統

への価格よりも高く、かつ系統からの買電価格より低い取引価格を設定が可能となり、従来の個別契

約型での IRR が 1.8%であるのに対し、エネルギーシェアリングモデルでは 13.5%に、さらにはエリア

内全体で消費後の余剰電力を都市の特定需要地へ託送することで、IRR はさらに上昇し 15.3%になるこ

とを、実際の投資を伴うシステム実装における発電量、電力融通量などのデータを通じて実証した。 

結果、”エネルギーシェアリングモデル”が「エネルギーコスト削減」と「脱炭素」の同時実現をもたら

す具体的方法論であり、投資効率も明らかにすることで、再エネ投資促進への道筋を示した。 

なお、再エネ普及の “阻害要因“として「日本の平地面積の狭隘さ」や「技術革新の未達」などが挙げられるこ

とが多いが、前者は日本の建物の屋根の 20%を活用すれば、本州九州の火力発電設備容量に相当し、さらに

耕作放棄地を活用すれば日本のエネルギーの自給が可能となること、後者は太陽光発電システムが品質・価

格両面において、すでに”コモディティ化“しており、ともに阻害要因にはあたらないことも明らかにした。  

エネルギーシェアリングモデルの普及にあたっては、仕組みを構築・運営する専門の事業体の存在と、本モ

デルがもたらす社会的な利益に対する関係者による理解を通じた合意形成が鍵となる。  

キーワード（5語） 

脱炭素、地産地消、余剰電力、電力シェアリング、投資への阻害要因 
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To achieve decarbonization, it is essential to develop and expand renewable energy power sources. 

Worldwide annual power generation from solar grew by 22.7% in the year leading up to 2021 [4], but 

solar power system installed in Japan in FY2021 decreased by 25% compared to the previous year [5]. 

Compared to the rest of the world, Japan's investment in renewable energy has slowed, and the 

country's ability to achieve its international commitment to achieve zero emissions by 2050 is in 

jeopardy. 

In this study, we discussed the factors inhibiting the spread of renewable energy in Japan, focusing 

in particular on the transaction price of surplus electricity generated after local production and  

consumption of solar power generation. The price under the government's feed-in tariff system has fallen 

significantly below the grid electricity price since 2018, and the purchase price on a commercial basis 

by electric power companies has also fallen significantly below the supply price from the grid.  

The “unidirectionality” of conventional power systems is thought to be relevant. 

Through an "energy sharing model" in local communities, surplus electricity generated by each 

building is shared within the community, raising price of surplus electricity, increasing the investment 

efficiency of renewable energy, and promoting investment. 

There have been several previous studies on energy sharing models (Iwafune et al. [11], Yamagata et 

al. [12], Liu et al. [13], Rathnayaka et al. [14], etc.), but these studies have been based on simulations 

and models. There are extremely few research cases based on actual measured data from  actual 

implementation. This is thought to be due to the difficulty of building consensus when implementing the 

system, as there are multiple stakeholders. 

By consuming (sharing) surplus electricity within the region with nearby demand areas, we aim to 

optimize the surplus electricity transaction price, resulting in economic benefits and CO2 emissions for 

both the solar power generation side and the demand side within the area. A system that simultaneously 

and quantitatively achieves reductions was implemented at Mirai Lodge, a training and recreational 

facility in Hokuto City, Yamanashi Prefecture. The implementation was made possible with the 

understanding of Hashimoto Sogyo HD Co., Ltd., which owns all the buildings in the area. 

Multiple buildings in the lodge area are connected with private power lines, and surplus renewable 

electricity from solar power generation systems installed in some buildings is shared with buildings that 

do not have solar systems installed, thereby reducing the surplus power transaction price. Higher IRR 

was realized by energy sharing model, compared to the conventional individual contract type.  

As a result, the ``energy sharing model'' is a concrete methodology that simultaneously realizes 

``energy cost reduction'' and ``decarbonization,'' By clarifying IRR, it shows a path to promoting 

renewable energy investment. 

Furthermore, while ``hindering factors'' often include ``Japan's limited flat land area'' and 

``unachievement in technological innovation,'' But only 20% area of the roofs of buildings in Japan is 

equivalent to the capacity of a thermal power generation facility in Honshu and Kyushu, and solar 

power system is now already “commodity”.  

The key to popularizing the energy sharing model is specialized business entity to build and operate 

the system, and the building of consensus through an understanding among stakeholders on social 

benefits brought by “energy sharing model”  
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第1章 緒言 

1.1 研究の背景 

1.1.1 気候変動と人類のウェルビーイングと脱炭素 

化石燃料の燃焼によるCO2排出の増加は気候変動をよびおこし、地球環境に深刻な影響を

与え、将来にわたっての人類はもとより生態系全体のウェルビーイング（以下“WB”という）への

壊滅的脅威となる。エネルギーコストの高騰も資源を保有する国や企業以外のWBを損なう。経

済性に優れ、持続可能な脱炭素手法の実装が急がれる。 

COP21においてパリ協定が採択され、CO2排出削減義務が課され、日本においてもこれまで

の”低炭素“から”脱炭素“へと根本的に政策転換が余儀なくされている。さらには2023年ドバイ

において開催されたCOP28においては”化石燃料からの脱却“が明言された。日本はじめ、国

際社会において、再エネへのシフトは不可逆的な責務となっている。 

1.1.2 脱炭素化への道 

「CO2排出を大幅削減できる新規技術の多くは未成熟、将来の実用化と普及には大きな不確

実性が存在する」(産総研,2022)[1]、「国や地方公共団体、事業者、住民すべてが協力・連携し

て対応していかなければ、とても達成できるような値ではない」（東大 岩船研究室）[2]と、具体的

な方法論構築と実装への困難さを示しているのが現状である。 

また、これまでの研究においては”低炭素化“を目標としており、脱炭素化に向けた具体的な

施策展開の在り方を検討し、その実現可能性を明らかにしたものは少ない。 

一方で、Climate GroupのCOP28を受けての政策発表では、「21世紀は再生可能エネルギー

再エネのゴールドラッシュであり、安価な化石燃料の時代は終焉したが、多くの事業者や国、地

域においては、その事態に気が付いていない」と警鐘を鳴らしてしている[3]。 

Climate Group RE100 COP28 Policy barriers in world‘s biggest economic block  

“Renewables are the gold rush of the 21st century, but many businesses, states, regions, and 

countries are still missing out. The age of cheap fossil fuels is over, and it’s time for governments 

to take simple steps to open their markets to billions of dollars in corporate investment in cheap, 



2 

 

 

clean renewable electricity. 

1.1.3 政策と実際 

政府が国際的にコミットした2030年の電源構成[6]によれば、発電電力量の総量9,340億kWh

のうち再エネで約3,500億kWh、原子力で約2,000億kWhとしている。現在はすでに2024年であり

日本の風力のポテンシャル、原子力発電所の年齢や再稼働の為の現実を考えると、太陽光発

電で1,000～2,000億kWh程度の発電電力量の増加が必要で、このためには1億kWレベルの太

陽光発電設備の増設が必要になる。しかし具体的で実行可能な方法論は示されていない。 

世界の状況をみてみると、順調に再エネ、特に風力と太陽光が伸長しており、世界の太陽光

発電量は2020年から2021年で23%伸長している。 

 

図 1  世界での再エネ増加量（データ出典[4]） 

一方、日本における再エネ発電量の2020年から2021年への伸長は5.5%に留まっており、事業

用太陽光発電設備導入量は、同時期で25%減少、住宅用では10年前の半分の水準となってい

る。 



3 

 

 

 

図 2  事業用太陽光の新規導入量（データ出典[5]） 

 

図 3  住宅用太陽光（10kW 未満）導入件数 年度別 （データ出典[5]） 

日本における阻害要因といわれる因子を検証し、具体的な方法論を示すことは極めて重要で

喫緊の課題である。図5の通りこの間、欧州各国は温室効果ガスの排出を着実に減少させてき

たが、日米は似たような排出の推移である。 
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図 4  G7 各国の温室効果ガス排出・吸収量の推移（データ出典[7]） 

1.2 本研究の目的 

脱炭素への道は“困難である”との見解と”ゴールドラッシュである”との見解がある。脱炭素に

むけては、①再エネ電源の整備拡充 ②エネルギー使用効率の向上 ③同時性を持つ電気エ

ネルギーの時間的空間的融通が必要となる。断熱、照明・空調設備の効率化等、エネルギー使

用効率を向上せることの意義は大きいが(②)、一次エネルギーの供給が化石燃料由来である限

り、”低炭素“には資することはあっても、”脱炭素“の達成は不可能である。換言すれば、一次エ

ネルギー供給が脱炭素となっていれば、エネルギー使用効率が多少劣っていたとしても、脱炭

素は達成されることになる。一方、電気エネルギーを直接貯蔵することは不可能であり、化学エ

ネルギー（蓄電池）や位置エネルギー（揚水発電など）、あるいは熱エネルギー（給湯、空調等）

の形での貯蔵を複合的に考慮することによる総合的なエネルギーマネジメントが重要となる。 

本研究では主として①を実現するための阻害要因を論考する。そのなかでも現行の電力供給

システムの運用上の問題に着目し、課題解決のためのシステムを構築し、社会実装を踏まえた

実証により、ゴールドラッシュへの道を示すことを目的とする。 

具体的には、建物間の再エネのシェアリングモデルを実装することで、再エネによる電力の、

特に余剰電力の取引価格を最適化し、ユーザーにとっての経済メリットを提供すると同時に、投

資のインセンティブとなる原資が存在することを明らかにすることで、同システムを一気に普及さ
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せ、社会課題の解決につながる可能性を示す。 

本研究では日本における再エネ普及の阻害要因を論考し、特に地産地消に伴い発生する

再エネ余剰電力の取引価格の低さと、従来型電力システムが一方向性であることを、普及への

バリアとして着目した。 

地域コミュニティーにおける”エネルギーシェアリングモデル”により、各建物で発生する余剰電力

をコミュニティー内で消費することで、余剰電力の取引価格を上昇させ、再エネの投資効率が上昇

し、投資が促進される。 

これまでエネルギーシェアリングモデルに関する先行研究は複数存在するが（岩船ら[11]、

Yamagata ら[12]、Liu ら[13]、Rathnayaka ら[14]など）、シミュレーションやモデルによる検討であっ

て社会実装の例は見当たらない。ステークホルダーが複数にわたるため、システム実装の際の合

意形成の困難さが原因として考えられる。 

 地域内での余剰電力を近隣の需要地で消費（シェアリング）することで、余剰電力取

引価格の最適化をはかり、地域内の太陽光発電側と需要側双方への経済的メリットと CO2

排出削減を同時にかつ定量的に実現するシステムを、山梨県北杜市の研修保養施設“みら

いロッジ”において実装した。エリア内複数棟全てを保有する橋本総業 HD株式会社の理解

があり、実装が可能となった。 

ロッジエリア内の複数棟を自営線でつなぎ、一部の建物に設置した太陽光発電システム

からの再エネ余剰電力を、太陽光システムが設置されていない建物にシェアすることで余

剰電力取引価格を系統側買取価格よりも高く、かつ系統からの買電価格より低い取引価格

を実現でき、設備投資効率が上昇することを発電量、電力融通量などを測定、経済性も含め

効果を実証する。 

1.3 用語の定義 

【エネルギーマネジメント】 

エネルギーの使用と供給を効果的に計画し、制御するプロセス。目的はエネルギーの効率向上

と持続可能性。 
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【実証】 

特定の技術やプロセスの有効性を確認する段階。実際の状況での試験や実験が含まれる。 

 

【実装】 

計画やアイデアを実際の行動に移すプロセス。具体的なプロジェクトや取り組みを実現する過程

をいう。 

 

【カーボンニュートラル (CN)】 

発生した二酸化炭素の排出を削減し、残りの排出を吸収することで、純計ゼロの炭素バランスを

達成する状態をいう。 

 

【再生可能エネルギー】 

地球上で再生する可能性があるエネルギー源をいう。太陽光、風力、水力、地熱などが含まれる。 

 

【スマートグリッド】 

情報技術を統合した電力網をいう。需要応答や分散型エネルギー統合が特徴。 

 

【脱炭素化】 

炭素排出を削減し、最終的にはゼロにする取り組み、化石燃料に依存しないエネルギーへの移

行をいう。 

 

【地域資源活用】 

特定の地域の資源を最大限に活用することをいう。例としては、再生可能エネルギーの地域統

合などが挙げられる。 

 

【自立分散型】 

中央集権的でなく、分散されたエネルギーシステムのことをいう。例としては、地域ごとに自給自

足可能な構造などが挙げられる。 
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【シェアリングエコノミー】 

財やサービスを共有・共同利用する経済モデル。所有より使用を重視、全体最適を目指すもの。 

 

【ウェルビーイング (WB)】 

個人や集団が身体的、精神的、社会的に健康で幸福な状態にあることをいう。 

 

【温暖化】 

地球の平均気温が上昇する現象。人為的な活動による温室効果ガスの排出が影響している。 

 

【気候変動】 

長期的な気象パターンの変化をいう。温暖化による影響を含む。 

 

【気象災害】 

天候や気象条件によって引き起こされる災害をいう。異常気象により増加している。 

 

【化石燃料高騰】 

石油や天然ガスなどの化石燃料の価格が、供給制約、地政学的な緊張、市場の需要増加など

の要因により上昇する現象。 

 

【低自給率】 

国や地域が自国内で必要な資源を十分に生産できず、外部からの依存が高い状態をいう。 

 

【安全保障】 

エネルギー供給の安定的な供給を確保し、エネルギーに関連するリスクから生活や経済活動を

守るための政策や戦略。 

 

【快適性】 

個人が生活や労働環境において体感する心地よさや満足度で、温度、湿度、照明、騒音レベ

ルなどの物理的要素や、空間デザイン、利便性、健康などの心理的、社会的要素が含まれる。 
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【健康状態】 

個 人 や コ ミ ュ ニ テ ィ の 身 体 的 お よ び 精 神 的 な 健 康 の 状 態 。 

 

【QOL (Quality of Life)】 

生活の質を示す指標で個人の幸福度や満足度、健康状態、経済的安定性など、生活における

様々な要素を包括的に評価するものをいう。 

 

【系統】 

発電・変電・送配電といった電気を生み出し、各家庭や工場といった消費者まで輸送・分配する

システム全体のことをいう。日本には 10 の電力系統を、各送配電会社がそれぞれ運用している。 

 

【グリッドパリティ】 

再生可能エネルギーの発電コストが、従来の化石燃料による発電と同等かそれ以下になり、競

争力を持つ状態。 

 

【環境取引価値】 

環境関連の取引や市場において、環境への影響や価値を定量的・定性的に評価した指標。 

 

【J クレジット】 

日本において削減された温室効果ガスの量に基づいて発行され、取引されるクレジット。 

 

【グリーン電力証書】 

再生可能エネルギーから生成された電力の起源を示す証書。 

 

【非化石証書】 

発電プロセスにおいて化石燃料を使用していないことを証明する証書。 

 

【エネルギー変換効率】 

あるエネルギーシステムが入力エネルギーのうち、有用な出力エネルギーへ変換する割合。 
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【PPA 事業モデル】 

太陽光発電システムを設置・運営する事業者が、需要家の土地や建物屋根を借り、太陽光発電

設備を設置し、発電した電力を一定期間契約に基づいて需要家に売電するモデル。 

 

【グリーンファイナンス】 

環境への影響を考慮し、持続可能性に配慮したプロジェクトや事業への資金提供や金融取引を

指す概念。 

1.4 論文の構成 

ここまで、第１章では、本研究の背景と目的、用語の定義等について述べた。 

第２章では、脱炭素への取り組みに関する先行研究をとりあげ、日本における現状を認識し、

エネルギーの融通モデルに関する研究について調査し、本研究への展開を検討する。 

第3章では、日本のエネルギーの需給構造を再確認し、最終エネルギー消費の３分の１を占

め、増加傾向にある民生部門でのエネルギー供給の脱炭素化の重要性を確認し、民生部門で

使用されている建物屋根を活用した地産地消による脱炭素ポテンシャル明らかにする。 

第4章では、再エネ導入および電力価格の推移、とられた政策と結果、さらには再エネ普及へ

の阻害要因を論考し、阻害要因として再エネ余剰電力の取引価格と、電力供給システムの構造

的な問題に言及する。 

第5章では第4章での電力需給構造の問題点を解決する方法となるエネルギーシェアリングモ

デルを提案し、実際に建物への再エネ設備を実装し、建物間での再エネ電力の融通を、隣家

間、地域・都市間で行い、データの実測をした。 

第6章では、実装による実測データを検証し、経済性を確認した。蓄電池による電気エネルギ

ーの時間的移動に関する経済性も実測データをもとに検証した。 

第7章では、本研究の成果とエネルギーシェアリングモデルの展開にあたっての課題を、特に

ステークホルダー（エネルギー事業者と建物所有者）毎の利益やファイナンス、日本における情

報の不完全性や意思決定メカニズムの観点からも論ずる。 

第８章では今後の展望について述べる。 
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第2章 先行研究 

2.1 脱炭素への施策 

「CO2排出を大幅削減できる新規技術の多くは未成熟、将来の実用化と普及には大きな不確

実性が存在する」(産総研、2022)[1]、「国や地方公共団体、事業者、住民すべてが協力・連携し

て対応していかなければ、とても達成できるような値ではない」（東大 岩船研究室）[2]と、具体的

な方法論構築と実装への困難さを示しているのが現状である。 

中野ら（2022）は、「我が国のカーボンニュートラル政策におけるGHG削減マネジメント上の課

題と展望」のなかで「優先する対象と施策、エネルギー転換の脱炭素に係る将来の見通し等が

示されていない。」と政策批判を展開している[8]。 

2022年４月日本銀行調査統計局においても、「わが国の2030年度に向けた温室効果ガス削

減目標は、省エネの着実な持続に加え、電源を中心としたエネルギー源の脱炭素化を急ピッチ

で進めることを前提としており、その達成は容易ではない。」と悲観的である[9]。 

2021年9月株式会社三菱総合研究所は、「2050年カーボンニュートラル実現に向けた提言」

のなかで、①電力部門の早期ゼロエミッション化、②戦略的なイノベーションが必須、③需要側

の行動変容が重要な役割を持つ、としているが、具体的な方策はみあたらなかった[10]。脱炭素

化に向けた具体的な施策を構築し、実装を伴った効果を明らかにしたものは少ない。 

2.2 エネルギーシェアリング マイクログリッド スマートシティ 

本研究の主題であるエネルギーシェアリングモデルに関しては、複数の戸建住宅において、

太陽光発電（PV）、電気自動車（EV）、蓄電池などの導入による電力融通の経済性や環境性に

関するシミュレーションおよび評価を行った先行研究は、小嶋ら[11]やYamagataら[12]など複数

存在する。しかし、システムを実際に実装し、実測による効果を検証した事例はみあたらなかっ

た。Liuら(2017)は、エネルギーシェアリングモデルにおける、価格決定メカニズムモデルをシミュ

レーションにて提唱している[13]。Rathnayakaら(2011)は、prosumer(発電・消費者)のcommunity 

が形成されることの有用性を説いている[15]。下田ら(2019)は、”新規住宅街区におけるスマート

コミュニティ開発に関する研究“[39]において、ＰＶの出力変動を含めたエネルギー需要の変化

の検討を行っている。菅野ら（2018）は、自立分散制御に基づく電力融通がなされるマイクログリ
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ッドにおいて、有効な構成条件の検討を行っている[40]。また、森ら（2008）はマイクログリッド等

分散エネルギーネットワークにおいての電源の最適容量の導出を数理計画手法により検討して

いる[41]。 しかし、これらすべての研究はシミュレーションやモデルによるものであって、社会実

装を伴った実測データに基づく事例は見受けられない。  

パシフィックコンサルタンツ[14]によれば、マイクログリッドの重要性は今後増していく。一方で

マイクログリッドの規模や構成要素を地域特性に合わせて上手く適用していくことは決して容易

ではないとしており、実装を伴ったデータについての報告はみあたらなかった。 

また、環境省の委託事業のなかでも、自営線の敷設による地産地消の分散型エネルギーシス

テムの普及に向けた調査・検討がなされ、ロードマップが示されているが、“地域新電力等による

自営線エリアを核とした公共施設等の一体的管理“が2030年ごろから2050年にかけて行われる”

と、抽象的で具体性に欠ける記述に留まっている[16]。 

国土交通省：スマートシティモデルプロジェクト実行計画[17]においても、多くの都市での計画

が記載されているが、太陽光の余剰電力を融通するモデルや、それを実装するといった事例は

み ら れ な か っ た 。 

本研究ではPV、蓄電池を複数の戸建住宅に実際に導入し、建物間で融通し、その経済性およ

び環境性に関する評価をデータ検証を伴い行った。従来の電力供給システムの構造上の問題

に着眼し、PVによって生じる余剰電力をエリア内で融通する経済的メリットが高いことを、モデル

を実装し効果を検証した。 

2.3 WB 

本研究の主たるテーマであるWBについて述べる。前野（2022)は、「ウェルビーイングとは何か

」のなかで、「”ウェルビーイング産業” の市場規模は人類全GDP規模」と述べるように、WBの定

義は広範に及ぶが、本研究では「日常のコストの高騰、エネルギーや食糧への供給不安、ひい

ては身体の安全への脅威」がWBへの脅威であり、逆にそれらを少しでも緩和することは、WBを

もたらすという観点を重視した[18]。”エネルギーコストの高騰“や”地球温暖化による人類の生活

環境への脅威“を緩和することが、すなわちWBに資するととらえることとする。 
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第3章 日本のエネルギー需給構造と再エネ普及ポテンシャル 

3.1 電力供給の仕組み 

資源エネルギー庁によれば、電力供給の仕組みとして、発電所で発電された電力が送配電

システムを経て消費地に届けられる、一方向のシステムとして説明されている。 

 

図 5  電力供給システム（データ出典[19]） 

3.2 発電設備ごとの電力量と需要 

電気事業連合会および、資源エネルギー庁のデータ[20]によれば、最近１０年の年間総発電量

は、約１兆 kWh 強であり、うち化石燃料による発電量は７割を超える。 

 

図 6  電源別総発電電力量の推移（データ出典[20]） 
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図 8 に示すように、家庭部門（14.7%)、業務部門(17.9%)による消費は全体の約 1/3 を占め、同部

門における脱炭素化は重要課題であるが、従来の電力供給システム、すなわち大規模発電、長距

離送電を経て需要地へ供給する方法では、大規模電源の大部分が火力によるため困難である。 

民生部門で使用される建物の屋根を活用し、屋根への日射を電力に転換し、地産地消すること

で脱炭素化へ大きく寄与することができる。 

 

図 7  部門別一次エネルギー使用の統計（データ出典[21]） 

3.3 建物エネルギー需要と屋根の再エネ供給ポテンシャル 

建物の屋根への日射量とエネルギー需給について、標準的な住宅に関するミクロ的なアプロー

チと、日本のすべての建物の屋根面積を考慮する統計的なアプローチによる考察を行うことで、建

物屋根からの再エネ供給のポテンシャルを推計する。 

（1）ミクロ的考察（住宅一世帯あたり） 

住宅１戸あたりの標準的エネルギー消費と、住宅屋根からの太陽光発電能力は以下のとおりで

ある[22]。家庭部門の世帯あたりの年間電力消費量は、過去 10 年間で、LED 化やエアコンはじめ

機器のインバータ化による省エネが奏功したこと、一世帯あたりの人数低下もあり、2013 年の

5,000kWh から 4,200kWh に低下している。 
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図 8  世帯当たり電力消費量(家庭部門関連)（データ出典[22]） 

平均的な家屋の延床面積を 100m2、総二階建てとし、屋根の総面積のうち、太陽光パネル設置

に適した有効面積を 80%とした場合、パネル設置可能面積は 40m2 となり、設置可能な太陽光パネ

ルの kW と、生み出される電力量は次の通りである。 

太陽光パネルの面積あたりの発電容量は現在入手可能なパネルの技術仕様書[23]から推計さ

れる平米あたりのパネル発電出力は 213w/m2 であり、40m2 の屋根に設置可能な PV は 415w x 16

枚= 6.64kW となる。 

6.7kW の PV からの年間発電量は、約 7,300kWh であり、平均的な需要の 170%を超える電力を

得ることができる。熱利用や電気自動車への充放電を組み合わせることで、ゼロエミッションは十分

可能となり、さらには余剰電力の輸出が可能となる。 

 

図 9  太陽光パネルの面積あたりの発電容量（[23]より筆者作成） 
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（2）マクロ的考察 

次に日本全国の建物屋根の総面積を俯瞰する。国土交通省の建築面積のストック統計情報

[24]から、太陽光パネル設置可能ポテンシャルを推計する。空き家、建物構造、日射等による導入

障壁を考慮し、屋根利用可能率を 20％と仮定し、延床面積と平均階数から全国の設置可能屋根

面積は 420km2 と推計できる。  

太陽光パネルの面積あたりの発電容量は、前述の通り213w/m2であり、420km2の発電設備容量

は、8,900 万 kW となる。 

 

図 10  全国の太陽光発電容量設置ポテンシャル（[24]より筆者作成） 

日本最大の CO2 排出会社である、旧東京電力火力部門と旧中部電力火力部門の合弁会社

JERA[25]の火力発電設備容量に関西、中国、九州といった主要火力発電設備保有会社の設備

容量の合計は約 9,000 万 kW であり、すべての屋根の 20%を活用することで同レベルの設備容量

が確保できることになる。 

 

図 11  日本の火力発電所設備容量（万 kW。ガス、石油、石炭含）（[25]より筆者作成） 

太陽光発電設備からの発電量は、NEDO 日射統計[26]より年間 1,100kWh/kW であり、一年間

の発電量は 982 億 kWh となる。日本の年間電力需要の約１割を 屋根の総面積の２割を活用す

ることで可能となるが、これは前述の政府コミットメント達成にむけて、有為な施策といえる。 
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第4章 再エネ設備導入への政策と阻害要因 

1.1.3 でも述べた通り、IRENA（国際再エネ機関）のデータ[4]によると、世界の再エネ、特に風力

と太陽光は着実に伸長しており、世界の太陽光発電量は 2021 年の太陽光発電量は前年にくらべ

23%増加している。一方、日本における事業用太陽光発電設備導入量は、同時期で逆に 25%減少

しており、住宅用では 10 年前の半分の水準となっている[5]。本章では、電力価格の推移、とられ

た政策と結果、再エネ普及への阻害要因を論考し、阻害要因として再エネ余剰電力の取引価格と、

電力供給システムの構造的な問題に言及する。 

4.1 太陽光発電のコスト 

世界的には順調に太陽光発電設備の新設が続いている。その理由として太陽光発電設備の建

設コストとそれに伴う発電コストの劇的な低下が挙げられる。2015,6 年ごろ、すでに太陽光の発電

コストが火力発電の水準 0.1USD/kWh を下回り、以降も太陽光発電コストは下がり続け、2022 年の

世界の平均的価格はグリッドパリティを超え、0.049USD/kWh である。 

 

図 12  世界の太陽光発電の建設コストと発電コスト（[4]より筆者作成） 
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図 13  電源別発電コスト（[4]より筆者作成） 

公開された情報であるが、日本では、政府をはじめ認識されていない。 火力発電の温存政策

や再エネへの補助金等、巨額の政府支出が証左である。 

4.2 脱炭素に向けた政策と電力価格 

 日本では 2011 年再エネ促進特措法（いわゆる FIT 法）が施行され、再エネ導入コストを電気料

金への賦課金で賄う仕組みにより、高い買取価格を政府が保証することで、急速に普及した。欧州

で先行した制度である。 

FIT 認定量は 2012 から 2014 にかけ爆発的ともいえる容量が認定されたが、2015 年以降は、急

激に減少し、2019 年以降は形骸化といってよい程度である。 

    

図 14  事業用太陽光発電 FIT 認定料 年度別 (MW) （データ出典[27]） 
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FIT 買取価格は、24 円/kWh を下回った 2016 年度頃から FIT の認定量（申し込み）が激減し、

14 円/kWh を下回った 2019 年度以降、FIT 制度は事実上機能してない。 

 

図 15  FIT 買取価格の推移（データ出典[28]） 

下図は各電力会社の電気料金の推移である。この価格に再エネ賦課金 3 円/kWh 程度、燃料

調整費を加えると、産業用でも 20 円/kWh を優に超えている。2017 年以降の FIT 買取価格は、市

場価格を大きく下回っており、FIT 制度そのものが形骸化し実効性を失っている。 

 

図 16  電気料金平均単価の推移（データ出典[29]） 

FIT 制度は本来、市場価格よりも高く買取ることにより、投資を促進する制度である。太陽光発

電設備導入促進の因子は”電力の取引価格“にあることが明確である。 
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前 述 の ２ つ の 価 格 推 移 を 組 み 合 わ せ る と 、 次 の 図 と な る 。 

 

図 17  FIT 買取価格と系統電力単価の推移（データ出典[28][29]） 

2018 年に、市場価格である系統電力価格は、FIT 制度における政府の買取価格を上回って

いる。”市場価格より安価で買い取る“という奇妙な現象が続き、その値差が拡大している。 

投資へのディスインセンティブである。 

4.3 日本における再エネ導入の阻害要因 

環境省が述べる再エネ導入の阻害要因は下記の通りである。 

 

図 18  再エネ導入の阻害要因（環境省）（データ出典[30]） 

内閣府の令和４年度 年次経済財政報告[31]では、我が国においても「2050 年カーボンニュート

ラル」と整合的な目標値として、2030 年度の温室効果ガス排出量を 2013 年度比で 46％減、さらに

50％減の高みに向けて挑戦を宣言しており、同報告では、日本の国土は平地が限られることから、

大規模太陽光発電や陸上風力発電の導入が進みにくい・カーボンニュートラルを達成するために
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は、技術革新が不可欠・必要なノウハウ、人員が不足・再エネの発電が不安定であり、系統安定度

に悪影響を与える、といった記述が見られる。これらに対し、項目ごとに考察を加える。 

A) 情報の不完全性 

IRENA のデータ[4]にあるとおり、世界では火力発電コストにくらべ、太陽光による発電コストより

大幅に高くなっているという情報が日本政府や各事業者の間で、認識されていないことなどは、典

型的な例である。 

B) 資金へのアクセス・便益が現れる期間 

コストが安くなり、投資に対するリターンが大きいことが認識されていない。情報の不完全性とも

関係する。 

C) 隠れた費用・認識能力の限界 

これも、情報の不完全性に類する。 

D) リスク 

高度な技術的・財政的リスクや市場の不確実性により、対策実施 が見送られる場合がある。とし

ているが、これも情報の不完全性に包含されると考えられる。 

E) 日本の国土は平地が限られており、太陽光発電や陸上風力に不向き 

日本の屋根面積の２０％の活用で、本州九州の火力発電設備容量に匹敵することや、日本の電

力需要の１割を賄うことが可能であることは前述の通りであるが、屋根に加え、拡大する耕作放棄

地に着目すると、日本の農地に対する、耕作放棄地の面積は令和４年の農林水産省のデータ[32]

によれば、4,200km2 であり、この数字は農地の 10 分の１に相当し、前述の屋根面積の 10 倍に相

当する。エネルギー量の観点からは、建物の屋根と耕作放棄地に降り注ぐ太陽光で日本の電力は

すべて自給可能であると結論付けられる。 

耕作放棄地と屋根の設置可能な面積は日本の国土面積 38 万 km2 の 1%強であり、すでに開拓

済の安定した平面である。再生可能エネルギー再エネの普及に対し、“日本の国土は利用可能な

平地面積が小さいため、不向きである”との政府の見解は、不適当であるといえる。 

F) 技術革新が必要 

太陽光発電は技術的に完全に自立しており、パネル等必要な機器、システムはすでに”コモデ

ィティ化“している。 
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G) 再エネの発電が不安定であり、系統安定度への悪影響がある 

世界では 20２１年現在すでに 1000TWh の電力が太陽光によって供給されており[4]、これは日

本の火力等を含む総発電量に相当する。日本でもすでに大小数百万か所の太陽光発電設備が

系統に接続されているが、系統が不安定になった（周波数や電圧の異常）という報告はみあたらな

い。日本では過去大規模停電が発生した事例は、台風による送電網の寸断や、地震による火力発

電所の停止、津波による原子力発電所のメルトダウンなどが理由である。分散型電源である太陽

光発電は、むしろ系統電力に問題ある場合でも、一部電力の供給が可能となるようなメリットがある

が、デメリットは考えにくい。 

H) 送電能力（混雑）の問題 

山地や洋上など消費のないところに大規模な発電設備を形成しようとすれば、あらたに需要地ま

での送電ルートを確保する必要がある。既存の送電線があったとしても容量的に過負荷になること

が考えられる。一方、屋根があるということは、建物がある。建物があるということは、そこで電力が

消費されるため、消費地での発電により、遠隔地からの送電必要量が減少し、送電線への負荷は

減少し、混雑緩和の方向となる。余剰電力の逆潮流により、これまでの電力を送る方向とは反対方

向に送る場合、すくなくとも消費地向けの送電容量に相当する量の逆潮流容量はすでに確保され

ているため、投資なくして、あらたに送電能力が増強されたとみることも可能である。さらに、前述の

耕作放棄地に目を向けると、本来農地であり、山林などにくらべ、人がアクセスしやすい場所である。

すなわち電力の需要地に比較的近い地点であるため、遠隔へ長距離の電力輸送の必要性を減ら

せる方向となる。 

4.4 電力取引価格と投資インセンティブ 

再エネ投資への行動変容を促すための因子として、社会性や地球のことを考えることは重要であるが、

より実効性のある因子は経済性と自己の快適性といった自己欲求であることは自明である。 

 前述した FIT 政策下での投資実績の経緯(4.2)からも明らかであり、本研究では主として“経済性”

を行動変容への重要因子として焦点をあてる。 

 再エネ投資促進の阻害要因として余剰電力の取引価格が影響していることは前述の通

りである。ここで東京電力を例に系統電力価格、太陽光余剰電力の引取価格、および送配

電システムの使用量（託送量、接続送電サービス使用量）をみていく。 
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表 1 低圧 従量電灯 B 単価（[33]より筆者作成） 

第三段階単価 40.69 円/kWh 

燃料調整費単価(2024 年 2 月) -6.06 円/kWh 

再エネ賦課金（2024 年度予測値） 3.6 円/kWh 

合計 38.23 円/kWh 

 

表 2  高圧 業務用電力（[34]より筆者作成） 

平均単価 23.26 円/kWh 

燃料調整費単価(2024 年 2 月) -2.88 円/kWh 

再エネ賦課金（2024 年度予測値） 3.6 円/kWh 

合計 23.98 円/kWh 

 

太陽光の余剰買取価格は 8.5 円/kWh である[35]。 

ここで電力供給システムの中枢を占める送電システムの使用（託送）料金をみていく[36]。接続

送電サービス料金は低圧 7.48 円/kWh 高圧 2.37 円/kWh である。8.5 円/kWh で仕入れた電力

に送電託送サービスを用いて消費側に送ることになる。 

低圧で 8.5 円+7.5 円（託送量）+3.6 円（再エネ賦課金）＝ 約 20 円/kWh の原価の電力を 38

円程度で、高圧で、8.5 円+2.4 円（託送量）+3.6 円（再エネ賦課金）＝ 約 14.5 円/kWh の原価の

電力を 23 円程度で販売されている。 

余剰電力価格が著しく低く、小売り供給側の利ザヤが大きいため、地産地消型太陽光発電設備

の投資意欲は削がれているといえる。 

 

前述の 2018 年以降の市場価格より政府の買取価格を安く設定するいった政策や、2023 年度に

実施された燃料価格高騰に伴う補助金（3.5 円/kWh）はあたかも、化石燃料の消費を促進する政

策ともいえ、日本政府の施策が、再エネ投資への阻害要因である。 
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第5章 エネルギーシェアリングモデル 

5.1 従来型電力供給構造 

従来の電力供給の方法は、各需要地へ個別に一方向の供給である。 

 

図 19  従来モデル 各戸が系統電力と契約(A) (筆者作成) 

これに対し、需要側に太陽光等の発電設備を設置し地産地消するモデルは実装が始まってい

るが、余剰電力の系統への取引価格は、系統からの供給電力にくらべ、前述のとおり著しく低く設

定されている。 

 

図 20  従来モデル 各戸が系統電力と契約（PV あり）(B) (筆者作成) 
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5.2 エリア内融通モデル（エネルギーシェアリングモデル）の提案 

エリア内を自営線で結び、太陽光設置地点での余剰電力を太陽光未設置地点に融通すること

により、余剰電力の取引価格を上昇させることが可能となる。地域内での余剰電力を近隣の需要

地で消費（シェアリング）することで、地域内の太陽光発電側と需要側の双方への経済的メリットを

生み出し、CO2 排出削減を定量的に、かつ同時実現を加速することが可能となる。 

 

図 21  エネルギーシェアリングモデル(C) (筆者作成) 

地産地消後の余剰電力は電気的には、まず最寄りの消費地（例えば隣家）で消費される。需要

地点毎に、需要や太陽光発電設備の設置の可否など事情が異なるため、余剰電力の発生と消費

が一律でないことに着目すると、一定のエリア内の複数の消費地点を自営線で結び、余剰電力を

融通（シェア）し、全体として不足する電力のみを系統側から輸入する仕組みとすれば、再エネの

エリア内消費度合が上昇する。太陽光発電による電力単価が系統電力よりも安価であれば（グリッ

ドパリティ）、エリア全体としての経済性が向上し、投資へのインセンティヴとなる。 

域内融通により、エリア全体としての余剰電力が大きく低減されるため、脱炭素と経済性の両方

を達成できる。 
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図 22  域内融通のメリット(筆者作成) 

さらに、図 23 に示す通り、 エリア内全体で消費しきれなかった”2 次余剰電力“を都内の本社

等に託送することで、ここでも余剰電力の取引価格を上昇さえることが可能となる。 

 

図 23  二次余剰電力の託送を含むエネルギーシェアリングモデル(D) (筆者作成) 
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5.3 実装へのプロジェクトマネジメントとスケジュール 

SCOPE と手順、スケジュールは図 24 の通りである。ほぼこの手順に沿って実行した。 

 

図 24  プロジェクトマネジメントの SCOPE＆スケジュール（筆者作成） 

5.4 エネルギーシェアリングモデルの実装 

山梨県北杜市の研修保養保有施設“みらいロッジ”において、複数棟を自営線でつなぎ、一部

の住戸に設置した太陽光発電システムからの再エネ余剰電力を、太陽光設備が設置されていな

い住戸に融通、さらには蓄電池やエコキュートによる時間シフトなどを組み込み、各戸の電力の輸

出入量を計測することで、エリアでの脱炭素と、電力コストの低減を実証した。 

5.4.1 実施場所 

 実施場所は、山梨県北杜市高根町清里 3545-1 清里みらいロッジ（図）である。管理棟１棟、ロッ

ジ 13 棟で構成され、域内で一括受電し、各棟へは自営線で配電されている。 



27 

 

 

 

図 25  清里みらいロッジ地図 （Google マップより） 

5.4.2 設備概要 

管理棟１棟、ロッジ 13 棟で構成され、域内で一括受電し、各棟へは自営線で配電されている。

設置した設備の詳細を表と、設置した屋根の写真を示す。 

表 3  清里みらいロッジ 太陽光発電設備概要(筆者作成) 

パネル仕様 NER120M375C-MC 各棟 18 枚 6.75kW 

PCS SUN2000-495KTL-JPL1 4.95kW 

蓄電池 LUNA2000-5-NHE0 

DC-DC コンバーター LUNA2000-5KW-NHC0_S 

 

 

図 26  設置屋根写真１ 
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図 27  設置屋根写真 2 

配線図は図 28 の通りである。太陽光設備は 8、9、12、14 号棟へ設置し、蓄電池は 12 号棟に

5kWh、14 号棟に 10kWh を設置した。設置は 2023 年 7 月に行った。 

 

図 28  清里みらいロッジ 配線図（筆者作成）  

 

左から 10、11、12、14 号棟（１３は欠番）12、14 で自家消費後の余剰電力は 10、11 号棟他で消費される。  
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図 29  エネルギーシェアリングモデル実装図（筆者作成） 

5.4.3 設備投資に要したコスト 

設備投資に要したコストは以下の通りである。 

 

図 30  設備投資内容（実際の発注にもとづき筆者作成） 
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5.4.4 運転実績 

発電量から消費量を差し引いた量（マイナス側の表示）が余剰電力である。昼間は太陽光発電

量に対してほとんどの時間帯で自家消費後の余剰電力が発生している。この日の発電量、余剰電

力は、それぞれ 30.4kWh、20.4kWh、太陽光自家消費 10.0kWh、輸入系統電力 5.45kWh であっ

た。 

 

図 31  １４号棟ある日(8/11)の発電・自家消費・余剰電力（筆者作成） 

次に、ある時間帯における、発電と自家消費、蓄電池への充電、棟からの逆潮流、４棟の発電量合

計、みらいロッジ全体の消費を総合的にみていく。 

2023 年 10 月 7 日 11:00～12:00 の 14 号棟における自家消費、充電、逆潮流の実測値を示

す。この時間の 14 号棟への順潮流（系統からの買電）はゼロであり、“自家消費＋充電＋逆潮流”

の合計が太陽光発電量である。蓄電池がなければ、”充電量＋逆潮流量“が”余剰電力となる。 

 

図 32  23/10/7 11:00～12:00 の 14 号棟における自家消費、充電、逆潮流の実測値 1（筆者作成） 
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図 33  23 年 10 月 7 日 11:00～12:00 の 14 号棟における自家消費、充電、逆潮流の実測値グラフ（筆者作成） 

蓄電池がなければ、発電量の７割以上が余剰電力となる。この価格が経済性に与える影響度

合 い は 大 き い 。 

 

同じ時間における、太陽光設置 4 棟からの発電の状況を示す。 

 

図 34  23 年 10 月 7 日 11:00～12:00 の太陽光設置 4 棟からの発電状況（筆者作成） 

 

図 35  23 年 10 月 7 日 11:00～12:00 の太陽光設置 4 棟からの発電状況グラフ（筆者作成） 

12 号棟、14 号棟には蓄電池が設置されており、この時間、充電がされており、ここでの数字は充

電量を除いた量である。４機のインバータからの出力は各棟で消費後、みらいロッジ全体に供給さ

れている。 
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次に、各棟の月別発電実績と平均 およびシミュレーションを比較する。 

 

図 36  発電実績・平均・シミュレーション比較(kWh) (筆者作成) 

周囲の木立の影響があり、棟により発電量に変化があるが、平均値とシミュレーションがほぼ近

似するといえる。また、日当たりのよい建物に優先的に設置し、余剰電力を日当たりの悪い建物に

送るといった戦略も有効である。4 棟ともほぼ順調に発電がおこなわれているとみなすことができる。 

 

次にみらいロッジ全体の電力消費のデータを示す。 

 

図 37  23 年 5 月 の日別データ(kWh)  
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太陽光設置前の 5 月の一日の電気使用量の平均的な値として 15 日のデータを参照する。 

 

図 38  23 年 5 月 15 日の時間データ(kW) 

下図は太陽光設置後の 10 月 7 日のデータである。11～12 時の各棟からの余剰電力は、エリア

内で消費され、系統からの買電量がゼロであった。蓄電池の効果もあり、”発電量-充電量”でロッ

ジ全体の消費を賄っている。結果として、この時間における真の余剰電力はほぼゼロとなったとい

える。 

 

図 39  23 年 10 月 7 日の時間データ(kW) 
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第6章 エネルギーシェアリングモデルの効果検証 

6.1 エネルギーシェアリングモデルによる余剰電力の融通量の検証 

PV 設置棟の年間の需要、発電、自家消費、余剰電力、買電量の年間のデータは下図の通りで

ある。また 4 棟の PV 設置棟から、9 棟の非設置棟への融通電力量を同図に示す。 

 

図 40  エネルギーシェアリングモデルの経済性 1 

系統に流出する余剰電力をエリア内で使用することが可能となり、この分余剰電力の取引価格

の上昇により、投資効率は大幅に上昇する。 

6.2 従来モデルとエネルギーシェアリングモデルの投資効率比較 

エネルギーシェアリングモデルによる太陽光発電設備の投資効率比較を行う。各棟が別個に電

力会社から供給を受けた場合、一次余剰電力の取引価格はすべて 8.5 円/kWh となるが、エネル

ギーシェアリングモデルでは、域内融通された電力は系統からの購入電力と等価とみなすことがで

き る 。 系 統 か ら の 買 電 単 価 は 35 円 /kWh と す る [33] 。 
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5.2 で 挙 げ た 次 の 4 パ タ ー ン に お い て の IRR を 算 出 す る 。 

期間は法定償却期間の 17 年間とする。 

A  個別 太陽光なし 

B  個別 太陽光あり 

C  エネルギーシェアリングモデル 域内融通 

D  エネルギーシェアリングモデル 域内融通＋二次余剰を本店に託送  

 

図 41  モデルごとの経済性比較（筆者作成） 

各パターンごとの太陽光発電設備投資に対する IRR および、PAY BACK Period を示す。 

 

図 42  各パターンごとの IRR および、PAY BACK（筆者作成） 

エネルギーシェアリングモデルによる余剰電力の域内融通により、経済性が大幅に上昇すること

が確認された。さらに、二次余剰電力の域外での特定需要家への融通(D)により、更に経済性の

上 昇 が 見 込 め る 。 ” 再 エ ネ ゴ ー ル ド ラ ッ シ ュ “ へ の 道 順 を 示 し た 。 
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6.3 蓄電池の効果 

14 号棟に Huawei 製蓄電池 10kWh を実装した。昼間の余剰電力を充電し、夜間に 14 号

棟だけでなく、エリア内他建物にも供給している。晴天、曇天の日の充放電履歴データは次の通り

である。オレンジの部分で充電された電力がその日の日没から翌朝の時間帯で放電される（ブル

ーの部分）。 グレーの部分は棟内で消費された電力と余剰として棟外に逆潮流した電力である。 

 

図 43  23 年 10 月 7 日晴 放電量：8.93kWh (15:00～21:00) ([37]を用い筆者作成) 

 

図 44  23 年 10 月 15 日 雨のち晴 放電量： 3.54kWh （16:30～翌朝 05:30） ([37]を用い筆者作成) 

月ごとの放電量は次の通りである。 

表 4  月別発電量（筆者作成） 
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図 45  蓄電池による発電電力の夜間へのシフト(筆者作成) 

（1）コストメリット計算の前提 

充電のための原資となる電力は太陽光の余剰電力で、本来であれば系統側に安く買い取られ

るが、蓄電池に充電し、夜間放電により利用することで、系統からの買電価格相当を節約できると

いう考え方に基づき、コストメリットを計算する。昼間の余剰電力を 8.5 円/kWh で調達し、夜間、

系統電力からの買電と同じ効果とみなし、35 円/kWh で販売することで、差分をメリットとする。 

 

 

 



38 

 

 

（2）変換効率（ロス率）について 

表 5  充放電ロス計算(筆者作成) 

 

 

充放電に際し電力の一部は損失となる。メーカーのカタログ値（JIS）は 97.5%である。モデル・ティ

社で実装した、みらいロッジ 14 号棟および他 2 件での運転開始からの総充放電量の実測値と照

合すると、公称変換効率がほぼ正しいことが検証された。  

充放電ロスに相当する電力は系統への東京電力引き取り価格 8.5 円/kWh が消費されたものとし

て、コストメリットを計算した。 

今回の測定期間は 10 月～12 月であり、日照時間が弱くなる時期である。10 月を平均的な月

と仮定し、一年間の放電量を 10 月の値の 12 倍として計算した。 

（3）コストメリット 

実測値をもとにした蓄電池の稼働率（実際の放電量/(10kWh*365 日)）は 37%で、年間コストメリッ

トは 35 千円。 蓄電池の設置費用の回収期間は 30 年、 稼働率が 50%に上がったとしても 22 年

である。 

表 6  蓄電池コストメリット計算（筆者作成） 
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蓄電池の劣化を考慮すると、経済性は期待できない。仮に 6 年で回収しようとすると蓄電池の設

置費用は現在の kWh 単価が 1/5、すなわち 20 千円/kWh となる必要がある。もっとも、蓄電池に

は”系統電力停電時の電力供給“といった、単純な価格計算とは異なる価値が期待される。”保険”

的な価値としての考え方である。 
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第7章 結論 

7.1 本研究の成果 

従来モデルでの投資回収期間は 12 年であるが、エネルギーシェアリングモデルにより、6 年に

短縮できることを、机上のシミュレーションではなく、実際にシステムを実装し、データの取得を通じ

て示した。さらには二次余剰電力の都心等での域外活用により、さらに経済性の向上が期待できる

こ と も 明 ら か に し た 。 

 

WB な脱炭素実現への施策として、従来の電力供給システムの構造に着目したエネルギーシェ

アリングモデルの実装を通じ、屋根のもつエネルギーポテンシャルを活用し、自家消費とともに太

陽光余剰電力の“地域内融通”（シェアリング）することで、大幅な経済性向上が実現できる。 

WBな脱炭素を良好な経済性を伴って実現できるエネルギーシェアリングモデルの導入により

2050 年 を 待 た ず に 脱 炭 素 を WB に 実 践 で き る こ と を 明 ら か に し た 。 

 

また、エネルギーシェアリングモデルは、CO２とエネルギーコストの同時削減が一義的な目的

であるが、収益性があるため、収益を原資として、たとえば災害等非常時の対策、モビリティーや

通信などのシェアリングなど、地域コミュニティー活動の活性化につながり、様々な分野におい

て地域としてのWB向上が期待できる。 

さらには、本モデルが国産エネルギーへのシフトであり、エネルギー安全保障問題への貢献

を伴うものでもある。 

 

7.2 本研究の課題 

（1）ステークホルダー毎の経済とプロジェクトマネジメント 

まず、エネルギーシェアリングモデルにおいては、複数の需要地点がエリア内で連系する必要

があるため、関係者（ステークホルダー）が複数となるが、各ステークホルダーが本モデルの利得を

認識する必要がある。また、設備投資が複数棟におよぶため、全体の管理（エネルギー及び経理
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等）が必要となるが、これらをマネージする事業体の参画が不可欠である。 

設備投資にあたってはバラバラに行うのではなく、一括して、PPA 事業者が行い、各ユーザー、

ステークホルダーの負担感を減らすことが肝要となる。PPA 事業者が関連設備を保有し、将来の

電気料金収入から投資回収を行う。設備の調達建設、ファイナンス、運営とプロジェクトマネジメン

トを総合的に行う必要がある。 

事業モデルに十分な利益が上がることが期待されるため、融資家、投資家にとり魅力ある投資

対象となると同時に、政府・自治体などが理解し、啓発することで、補助金等の予算をより効果的に

使 用 で き る 可 能 性 が 高 い 。 

 

社会実装にあたっては、本事業モデルが複数のステークホルダーが関与することから、関係者

の合意形成が重要となる。 今回、複数の建物すべてを保有する橋本総業 HD 株式会社の理解

があったため、実装が可能になったが、今回の実装を通じ、効果を実証できたことから、今後の展

開にあたり、関係者の合意形成の構築を促す要因となると考えられる。 

（2）ファイナンス 

再エネ導入には追加的費用の支出が必要で、だれかが負担しなければ推進できないという考え

方が常識となっている。 年々増加する補助金などがそれを物語っている。 しかし、本モデルの

結論が示すとおり、利益が産まれるため、持続可能性の確保は容易である。仕組みの構築と、関

係者の相互理解が重要となる。 

PPA 事業モデルに対するグリーンファイナンスの供与はすでに実績があり、資金調達における

道は開かれている。地域に降り注ぐ太陽エネルギーを源泉に地域で自立できるシステムとなるため、

地域住民他からの投資対象としてのファイナンススキームの確立も重要なテーマとなる。 

（3）自営線敷設のコスト 

送配電事業者の 6600V 配電網は日本全国にすでに張り巡らされており、その下流への配電

線敷設もこれまで電力会社により行われてきた。新築の分譲地においても同様に敷設される。すな

わち物理的な配電線は必ず敷設されるのであって、その運営を自営で行うか、送配電事業者が行

うかの違いはあれども、コストとしての差異は基本的になく、むしろ自営線の方が安くなる可能性が

ある。 
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たとえば、新規の分譲住宅地の開発の際、送配電会社から各戸へ配電するよりも、分譲住宅敷

地内のインフラ整備の際に同時に自営線の施工も行うことで、分譲地内の配電網構築費用は大き

く低減できる可能性もある。 

（4）建設コスト 

世界的な建設費の推移と、日本での太陽光発電システム費用平均値の推移を示す。 

 

図 46  世界の太陽光発電建設費([4]より筆者作成) 

 

図 47  日本での太陽光発電システム費用平均値の推移(データ出典[38]) 

日本では設置業者による値付けがバラバラになっており、競争力ある価格の実現が重要である。

本研究用の実装に関しては、施工の工夫により、本表の数値よりも、競争力ある価格を実現してい

る。施工方法の合理化とノウハウの共有、施工に携わる職人等の処遇を適正化することが肝要で

ある。 
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（5）EV との関係 

余剰電力の融通先として EV は重要である。系統電力停電時にも、レジリエンスを発揮できる。

ただし、中山間部などでは、冬季走行時の不安、高低差のため、移動エネルギーが大きいことなど

課題がある。 

（6）エコキュートの寒冷地対策 

EV 同様、エコキュートによる昼間の太陽光余剰電力の活用は脱炭素の観点から極めて有力で

ある。EV とともに、エコキュートとの組み合わせによる効果検証は、喫緊の課題であり、今後の実

装、普及への仕組みの構築が期待される。 

今回のシェアリングモデルでは、電力に焦点を当てたが、ガス・灯油など給湯に使用される化石

燃料の節減は、脱炭素のための必須のテーマである。 

（7）過疎化による空き家の発生（需要が消える） 

少子高齢化による潜在、顕在リスクとして、建物使用の永続性の問題がある。PPA事業者にとっ

て、ユーザーが消滅することが最大のリスクである。持続可能なコミュニティーの形成が重要である

が、エネルギーシェアリングモデルによる地域への利益還元により、コミュニティーの持続可能性へ

のメリットが期待できる。 
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第8章 今後の展望 

前章でも挙げたとおり、様々な課題が存在するが、解決可能か、解決済である。最大の課題は、

「電力は個別に電力会社から供給されるものである」とか「日本は平地がないので、太陽光には不

向き」とか「設備や設置費用が高い」といった“常識”に疑問をもたないことではないだろうか。 

本研究では、エネルギーシェアリングモデルが①物理的にかつ②経済的に実現できるかの検証

を行い、①についても②についても可能であることを示した。施工費の合理化、エコキュート・EV・

蓄電池によるエネルギーシフト、バイオマス発電による夕方から夜間の供給などと組合せなどにより、

さらに進化したエネルギーシェアリングモデルが展開されると考えられる。 

さらには、エネルギーシェアリングモデルとの相乗効果を期待できる施策について、例を述べる。

本論での主たるテーマである【WB の観点】からも重要である。次のような視点において、本モデル

との相乗効果により、より高い効果が見込める。 

（1）再エネ余剰電力託送モデル 

本社機能を日本橋地域にもち、地域における拠点（支店、工場など）ネットワークを有する企業

を対象に、各地域拠点建物において、PPA モデルによる太陽光発電設備を設置し、①当該拠点

での自家消費、②使いきれなかった余剰電力を公共財である東京電力パワーグリッドによる託送

サービスを活用し送電、③日本橋本社でカーボンフリーな電力を利用することで、グループ全体の

CN 率を向上。同モデルを同様の企業に展開することで、エリア全体のＣＮを達成することが可能

である。 

（2）系統停電時にも特定重要負荷に再エネ電力供給を持続するモデル 

事業継続（BCP）は、WB という観点においても重要である。たとえば、実験用資機材を供給する

池田理化において、一部の商品の温度を保つことは事業継続に不可欠であるが、停電した場合の

対策が求められていた。 

PPA モデルに蓄電池（EV または定置式）を組みあわせ、昼間の太陽光余剰電力による蓄電を

行い、夜間は蓄電池からの供給により、系統遮断時の持続可能な RE１００％電力の供給を達成す

る。たとえば、系統電力が停電しても冷蔵庫への給電が確保されることの安心感とリスク回避はまさ

に、WB といえる。 
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（3）系統電力よりも安価に供給が可能 

 価格が高いことは WB に反する。 

（4）遮熱効果 

 屋根に設置されたパネルは、再エネの供給にとどまらず、直射日光を遮り、建物内の空調需要を

低減する効果があり、WB と脱炭素に寄与する。 

（5）デマンド削減効果 

 夏の昼間の冷房需要期の電力を屋根からの太陽光発電による供給で基本料金を下げることが

期待できる。kWh だけでなく、kW を下げる効果がある。電力システムは最大電力（kW）に合わせて

設備形成されるが、最大需要電力(kW)に比例して基本料金が課される。これらを低減できる効果

がある。基本料金の削減が期待できる。電力系統の停電リスクの低減にもつながる。 

（6）化石燃料価格高騰リスクのヘッジ 

経営上、原料価格の変動はリスクである。リスクを低減できることは WB につながる。 

（7）エネルギー安全保障 

日本国内に天から供給される太陽光エネルギーをフルに活用することで、エネルギー供給の海

外依存度を低下させることにより、エネルギー安全保障問題の解決にも寄与する。 
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おわりに 

本研究を通して、WB な脱炭素への施策として、簡素に導入可能な方法があることを示した。 

手が届く社会的利益がそこにあり、その利益が「地域コミュニティーの持続可能性」や「エネルギ

ー安全保障」、もちろん本研究の本題である「脱炭素」と「WB」につながるにもかかわらず、「情報の

不完全性」のために、享受できる機会を逃すのは、社会としての損失である。政府はもとより、ひとり

でも多くの方々再エネへのシフトが、足枷ではなく”ゴールドラッシュ“への道であることを実感する

日の到来が近いことを期待するものである。 

なお、本研究とビジネスの関係であるが、社会課題を特定し、課題解決の方法を見出し、具体

的にシステムを構築・実践し、効果検証するというプロセスにおいて共通である。特にその方法

が有効であるかどうかについては、経済性が成り立つかどうかが重要となる。経済性がなりたち、

投 資 が 実 行 さ れ な け れ ば 、 課 題 解 決 に は 至 ら な い 。 

 

エネルギーシェアリングモデルは、CO２とエネルギーコストの同時削減が一義的な目的である

が、収益性があるため、収益を原資として、たとえば災害等非常時の対策、モビリティーや通信

などのシェアリングなど、地域コミュニティー活動の活性化につながり、様々な分野において地

域としてのWB向上が期待できる。 

本研究の成果が、社会のWB向上に直結することを心から願うものである。 
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会の提供をいただいた橋本総業の橋本会長、実装とデータ分析、研究の構成に協力いただい

た株式会社モデル・ティの吉武宗浩君、阿部佑真君、中村圭吾君、田原弘之君、大見愛彩君、

斎藤和彦君各氏に心よりの感謝を申し上げます。 

最後に，慶應義塾大学大学院SDM研究科22年春入学同期の皆さまといっしょに2年間を乗り

越えられたことを誇りに思います。皆さまに心より感謝申し上げます。 

 


